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議案第１１号 

 

日出町農地及び農業用施設災害復旧事業分担金徴収条例の制定につ 

いて 

 

日出町農地及び農業用施設災害復旧事業分担金徴収条例を次のように定める。 

 

   令和 ３ 年 ３ 月 １ 日 提 出 

 

                 日出町長  本  田  博  文 

 

 

 

日出町農地及び農業用施設災害復旧事業分担金徴収条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置に関

する法律（昭和２５年法律第１６９号）又は激甚
じん

災害に対処するための特別

の財政援助等に関する法律（昭和３７年法律第１５０号）の適用を受けて、

町が施行する農地又は農業用施設に係る災害復旧事業に要する費用に充てる

ため、地方自治法（昭和２２年法律第６７条）第２２４条の規定に基づく分

担金の徴収に関し必要な事項を定めるものとする。 

（分担金の徴収） 

第２条 町は、農地又は農業用施設に係る災害復旧事業により利益を受ける者

から受益の限度において、分担金を徴収する。 

（分担金の額） 

第３条 前条の規定により徴収する分担金の額は、当該災害復旧事業に応じて

別表に掲げる額（その額に１円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた
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額）とする。 

（分担金の徴収の時期及び方法） 

第４条 第２条の規定により徴収する分担金の徴収の時期及び方法は、町長が

別に定める。 

 （分担金の減免及び徴収猶予） 

第５条 町長は、天災地変その他特別の理由がある場合において必要があると

認めるときは、分担金を減免し、又は徴収を猶予することができる。 

（督促手数料） 

第６条 町長は、分担金を納期限までに納付しない者があるときは、期限を指

定して督促しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定により督促をした場合は、督促状１通について１００

円の督促手数料を徴収する。 

（延滞金） 

第７条 町長は、前条第１項の規定により督促したときは、当該分担金の納期

限の翌日から納付の日までの日数に応じ、年１４.６パーセント（当該納期限

の翌日から１月を経過する日までの期間については７.３パーセント）の割

合を乗じて計算した金額に相当する延滞金を加算して徴収するものとする。

ただし、その額に１００円未満の端数があるとき、又はその全額が１,０００

円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てた額とする。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

（過料） 

第９条 詐欺その他不正の行為により、この条例に定める分担金の徴収を免れ

た者に対し、徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する

金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）の範囲内で過料を科するこ

とができる。 
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   附  則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

（延滞金の割合の特例） 

２ 当分の間、第７条に規定する延滞金の年１４.６パーセントの割合及び年

７.３パーセントの割合は、同条の規定にかかわらず、各年の延滞金特例基準

割合（平均貸付割合（租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条

第２項に規定する平均貸付割合をいう。）に年１パーセントの割合を加算し

た割合をいう。以下同じ。）が年７.３パーセントの割合に満たない場合には、

その年中においては、年１４.６パーセントの割合にあってはその年におけ

る延滞金特例基準割合に年７.３パーセントを加算した割合とし、年７.３パ

ーセントの割合にあっては当該延滞金特例基準割合に年１パーセントの割合

を加算した割合（当該加算した割合が年７.３パーセントの割合を超える場

合には、年７.３パーセントの割合）とする。 

３ 前項の規定の適用がある場合における延滞金の額の計算において、同項 

 に規定する加算した割合（延滞金特例基準割合を除く。）が年０.１パーセン

ト未満の割合であるときは、年０.１パーセントの割合とする。 

 （日出町営土地改良事業分担金徴収条例の一部改正） 

４ 日出町営土地改良事業分担金徴収条例（昭和５６年日出町条例第２２号）

の一部を次のように改正する。 

  別表農地災害復旧事業の項及び農業施設災害復旧事業の項を削る。 

 （日出町営土地改良事業分担金徴収条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ この条例の施行の日の前日までに、前項の規定による改正前の日出町営土

地改良事業分担金徴収条例の規定による分担金については、なお従前の例に

よる。 

別表 分担金の賦課基準（第３条関係） 

事業種別 分担金の額 備考 
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農地災害

復旧事業 

工事費の額から国又は県からの補助金の額

を控除した額。ただし、工事費の額に１００

分の１５を乗じて得た額を上限とする。 

「工事費」とは、測

量試験費を除いた

ものをいう。 

農業施設

災害復旧

事業 

工事費の額から国又は県からの補助金の額

を控除した額。ただし、工事費の額に１００

分の１０を乗じて得た額を上限とする。 

 

   理  由 

 農地及び農業用施設災害復旧事業に係る分担金を徴収することについて定め

る必要があるので提出する。 


